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 AS ： 浅水方程式における物理量 
 
la  ： 特性速度 
 B ： 修正ブシネスク方程式における修正係数（B=1/21） 
 BS ： 浅水方程式における x軸方向の物理量の流束 
 CS ： 浅水方程式における y軸方向の物理量の流束 
 c ： 波速 
 D ： 全水深 
 ES ： 浅水方程式における x軸方向の流束ヤコビアン 
 FS ： 浅水方程式における y軸方向の流束ヤコビアン 
 g ： 重力加速度 
 h ： 静水深 
 K ： 4次精度 Runge-Kutta法における現在の物理量と未来の物理量の勾配 
 n ： マニングの粗度係数 
 P ： x軸方向への流束 
 Q ： y軸方向への流束 
 RE ： x軸方向における流束ヤコビアンの右固有行列 
 RF  ： y軸方向における流束ヤコビアンの右固有行列 
 
1
ER  ： x軸方向における流束ヤコビアンの左固有行列 
 
1
FR  ： y軸方向における流束ヤコビアンの左固有行列 
 r
l
 ： 解の滑らかさの指標 
 S ： 水位（全水深と底面高度の和） 
 S
l
 ： スイッチ関数 
 Sf ： 一次元の計算における底面摩擦勾配 
 Sf1 ： 二次元の計算における x軸方向の底面摩擦勾配 
 Sf2 ： 二次元の計算における y軸方向の底面摩擦勾配 
 u ： 断面平均流速 
 V ： 修正ブシネスク方程式における物理量 
 v ： y軸方向の断面平均流速 
 X ： 固有ベクトル 
 z ： 底面高度 
 β ： 流束制限関数 
 η ： 水位変動 
 θl ： 計算点と下流側隣接計算点での特性速度の相対差 
 θb ： スイッチ関数の閾値 
 ΛE ： x軸方向の特性速度を対角成分とする対角行列 
 ΛF ： x軸方向の特性速度を対角成分とする対角行列 
 λE ： Δt /Δx 
 λF ： Δt /Δy 
 ψ ： 一次元の計算における分散項 
 ψ1 ： 二次元の計算における x軸方向の分散項 
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このうち，浅海波とは水深と波長の比である相対水深が 1/2～1/20 までの波を指し，相対












































はアーセル数によって示される．アーセル数は波の振幅を a ，波長を L，水深を h としたと
き， 　32 haLU  で表される無次元数である．U<<1 であれば非線形性は無視することがで
き，有限振幅波はストークス波として記述できる．U>>1 であれば段波を除き非線形性によ
り波形は変化する．段波については 3 章で説明する．さらに，アーセル数が 1 のオーダー
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1.3.1 現地調査・水理模型実験による砕波の研究 















































藤ら(1998)は Koshizuka ら(1995)が提唱した MPS 法に基づき，ナビエ・ストークス方程式を


































































波浪場における重合波の砕波に対する TVD 法の適用性を解明する必要がある． 
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3．数値計算 
本研究は浅海波の砕波を対象としているため，非線形性や分散性が考慮する必要がある．

















































式(3.1)は連続式，式(3.2)は運動方程式である．ここで，D は全水深，P は流束，z は底面高
度，g は重力加速度である．なお，計算場において最も底面高度が低い点を z=0cm とする．
また，ψは分散項であり，以下に記述する Madsen and Sorensen(1992)によるものを用いた． 






















































  (3.3) 
ここで，ηは水位，hは静水深を表す．B は深海域と浅海域とでの分散性の違いを補正する










S f   (3.4) 
ここで，n はマニングの粗度係数であり，本研究ではライニングしたコンクリート底面の水





で，時間微分項の差分については下園ら(2007)に従い 4 次精度の Runge-Kutta 法を用いた． 




り，n+1 は現在から Δt 後の未知の時間ステップである． 
 通常，時間差分は次の時間ステップにおける変数の値を，現在の変数の値に推定された




























   622ˆ 4321
1 KKKKdtVV nn   (3.6) 
 
すなわち，K1は現在の変数の値 Vnから求めた勾配である．また，K2は勾配 K1 を用いて n+1
での変数の値を求め，その値から n+0.5Δt後における変数の値を求めたものであり，n+0.5Δt
における勾配を表す．そして，K3は n から n+0.5Δtでの勾配が K1ではなく K2であると仮定
して， n+0.5Δtでの勾配を再計算したものであり，K4は K3が n から n+1 までの勾配である
と仮定して n+1 における変数の値を求め，その値よりもとめた勾配である．すなわち，K4
は n+1 における勾配である．そして，これら 4 つの仮定勾配のうち，中央の勾配に大きな

































































































































































































































































4  (3.7) 

























































 空間差分については中心差分を用い，1 次微分には 4 次精度の空間差分，2 次及び 3 次の















































































































































































































































































































































ただし，式(3.7)で求める値は 4 点における仮定勾配である．このため，分散項中の Pn+1
を仮定勾配 K1P,K2P,K3P,K4Pに置き換える必要がある．K1Pを例にすると K1P =(Pn+1-Pn )/Δtで


























































































3.4 一次元の計算における TDMA 法 
 ここでは TDMA 法(Tri-Diagonal Matrix Algorithm Method)について説明する．TDMA 法は 3
重対角行列で記述された式の解を高速に求める解法であり，反復計算を用いるより遥かに
高速で解を求めることができる．3 重対角行列とは次の方程式で表される行列である． 



































































































 (3.17)  
式(3.17)は， 
 12111 dxbxa   (3.18) 
 )1,,3,2(11   nkdxcxbxa kkkkkkk 　　  (3.19) 
 nnnnn dxcxa  1  (3.20)  
とまとめることができる．これから， 
 111   kkkk QxPx  (3.21) 
である．ここで， 
 　　 111111 // adQabP   (3.22) 
 )/()()/( 111   kkkkkkkkkkkk PcaQcdQPcabP 　  (3.23) 
である． 
 kkkk QxPx  1  (3.24) 
とすれば，式(3.23)に k=n-1 を代入して， 
 111   nnnn QxPx  (3.25) 
が得られ，式(3.20)を連立して解くと， 
 nnnnnnnn QPcaQcdx   )/()( 11  (3.26) 
が得られる．以後，式(3.21)より xn, xn-1,・・・, x と順番に求めることができる．修正ブシネ
スク方程式に 4 次精度 Runge-Kutta 法を適用した場合，xnに仮定勾配 K1,K2 ,K3,K4が代入さ
れる．各仮定勾配に対する変数 dcba ,,, は以下のとおりである． 

























































































































































































A SS 　　  (3.32) 












    (3.33) 
ここで，λE=Δt /Δxである．また，BSi+1/2は計算点と隣接計算点との中間点における流束であ
り，セル間流束と呼ばれる．式(3.33)は以下のように書き換えられる． 
 0 SxSSt AEA  (3.34) 
 




















































 　  (3.38) 
と表すことができる． )( ladiag は )2,1( lal を対角成分とする対角行列を表す．また，
la は特性速度であり， 
 cuacua 
















)(  (3.38) 
である．ここで c は波速であるが，浅水方程式では波は長波であると仮定されるため，
gDc  である．これらの特性速度は u -cは波が x軸に対して負の方向に伝わる速度を表し，
u+c は物理量が x 軸に対して正の方向に伝わる速度を表す．R は流束ヤコビアンの右固有行
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列であり， 
 2211 , XXEXXE ESES  　　　  (3.39) 
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 

















































































































2  (3.41) 
である．REは X1,X2を並べることで得られ， 











21  (3.42) 



























である．式(3.34)に左から 1ER を掛けると， 
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1,0  　　  (3.45) 
これにより，式(3.33)は 2 つの独立したスカラー移流方程式に分離したことになる．このよ
うに，TVD 法では元の変数V に対して減衰を与えるのではなく，式(3.45)のように分解した
各成分波に対して減衰を与える．式(3.45)を 1 次精度風上差分によって差分すると， 
  21211   iiEntnt GGWW   (3.46) 




となる．ここで左から REを掛けることで W を元の変数 ASに戻す．これにより，1 次精度
風上差分における変数 ASに対応したセル間フラックス BSi+1/2が求まる． 







RBBB   (3.48) 





  (3.49) 
である．RE，ΛE， 1ER は i+1/2 についての量であるが，これは Roe(1981)の近似リーマン解
法を用いて中間値を評価する．近似リーマン解法では i+1/2 における各変数の中間値を以下
の式で求める． 
  121 2
1

















U  (3.51) 
 212121   iii uDP  (3.52) 
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 2121   ii gDc  (3.53) 
さらに，式(3.45)を 2 次精度 Lax-Wendroff 法によって差分すると，セル間フラックスは 






Si RBBB   (3.54) 
となる．先述したように，TVD 法は 1 次精度の差分法と 2 次精度の差分法を併用する差分
法であり，以下に記述される流束制限関数 βi+1/2=1 によって両者を使い分ける． 











Si RBBB   (3.55) 





  (3.56) 


















 　　  (3.57) 
ここで，sgn は符号関数である．また，rlは l 番目の成分波に対する解の滑らかさの指標で
ある．解が滑らかな箇所では βi+1/2=1 となることで式(3.55)は 2 次精度 Lax-Wendroff 法によ
るフラックスを与え，解が不連続な箇所では βi+1/2=0 となり，1 次精度風上差分によるフラ




要だが，その十分条件として TVD(Total Variation Diminishing)条件が挙げられる．これは
Harten(1983)によって求められてものであり，物理量の変化の総和(Total Variation)が時間とと
もに増大しないことを条件とする．つまり，Total Variation を TV とすると， 







S AAATV 1  (3.58) 
である．これが時間とともに増大しないという条件 
    nSnS ATVATV 1  (3.59) 
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TVD 条件を適用するには，数値振動が発生する局面で 1 次精度風上差分を適用することで
解を散逸させれば良い．しかし，解析精度を保つためにはできる限り 2 次精度の差分を維
持する必要がある．そこで，Sweby(1984)は TVD 条件を満たしながら，できる限り 2 次精度
を維持するために βi+1/2の取り得る範囲を示した．本研究では，その範囲内で最大の減衰を










図 3.2：minmod 関数の与える範囲 
 
式(3.55)は右辺第一項の中心差分のフラックスに第二項の減衰項を加えた形をとる．従って
 - 26 - 










i RRVV   (3.60) 
これにより，解の単調性が保証された高次精度の解析が可能となる．本研究ではこれに加
え，3.7 節で説明するスイッチ関数(下園ら，2007)を適用することで TVD 法による減衰を調
節する． 
 
3.6 段波問題に対する TVD 法の適用性 
 前節で示したとおり TVD 法は解の単調性を保証しつつ，高精度差分法を実現する手法で
ある．ここで，段波問題に対して従来の 1 次精度差分法，2 次精度差分法および TVD 法を
適用することで，非線形性問題に対する TVD 法の適用性を示す． 





















図 3.4 一次元の数値解析における段波問題の初期値 
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 図 3.5 解析解 図 3.6 1 次精度風上差分法 
 







 前節で示したとおり，TVD 法は 2 次精度を維持しつつ解の単調性を保証する差分法であ
る．これをブシネスク方程式に適用することで，孤立波，長周期波の砕波を含む問題に対
して高精度な解析結果を求めることができる．また，本研究では短周期波に対しても精度
よく解析結果を与えるため，4 次精度差分方程式の解に TVD 法に基づいた減衰を与えるこ
とで必要な数値拡散を得ている． 
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しかし，TVD 法は短周期波に対して過剰な減衰を与えるという欠点を持つ．短周期波を
含む問題の計算結果を図 3.9，図 3.10 に示す．なお，これらの図は水深 60cm で一様水深と
なっている計算場に，周期 0.9s の規則波を入射したときの 30s 後における計算結果を示し
ている．図 3.9 は 4 次精度差分方程式（3.6）による計算結果であり，図 3.10 は 4 次精度差
分方程式+TVD 法（3.60）による計算結果である． 
 
図 3.9 4 次精度差分方程式による短周期波の計算結果 
 
 
図 3.10 4 次精度差分方程式+TVD 法による短周期波問題の計算結果 
 
図 3.9，図 3.10 から明らかなように，TVD 法は 4 次精度差分方程式に対して過剰な減衰を
与える．これは解の滑らかさの指標 rlが通常の波峰や波谷と数値振動とを厳密に区別するこ
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21 )(   i
l
ii Sdiag   (3.61) 










































なっている．ここで，先述の短周期波問題をスイッチ関数導入型 TVD 法で計算し，4 次精
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度差分法での計算結果と重ねて表示したものを図 3.11 に示す．なお，スイッチ関数の閾値
については，閾値 θb=0.3 とした． 
 
図 3.11 スイッチ関数を導入した TVD 法による短周期波問題の計算結果 
 
この計算では 4次精度差分法の計算結果とスイッチ関数導入型 TVD 法の計算結果はほぼ完
全に一致している．これから，スイッチ関数により TVD 法の適用範囲を調節することで，
解の散逸を防いでいることがわかる． 
 これら一連の計算フローを図にしたものを図 3.12 に示す． 
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3.8 二次元の計算における支配方程式 
平面二次元における修正ブシネスク方程式は Madsen and Sorensen(1992)に従い，以下のよ
うに記述した． 


















































   (3.67) 
式(3.65)は連続式，式(3.66)は x 軸方向の運動方程式，式(3.67)は y 軸方向の運動方程式であ
る．ここで S は水位，P は x 軸方向への流束，Q は y 軸方向への流束，D は全水深である．
ただし，水位 S は TVD 法へ適用するため，静水深と全水深の差ではなく全水深と底面高度
の和にとった．なお，計算場において最も底面高度が低い点を z=0cm とする．また，ψ1,ψ2
はそれぞれ x 軸方向，y 軸方向の分散項であり以下の式で記述される 
 































































































S ff  　　  (3.70) 
ここで，n はマニングの粗度係数である．本研究ではライニングしたコンクリート底面の水
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路を想定し，n=0.01 とした．u は x 軸方向への断面平均流速であり，v は y 軸方向への断面
平均流速である． 
 計算法の記述を容易にするため，式(3.65)，式(3.66)，式(3.67)を Wei and Kirby(1995)に倣
って以下のように書き換える． 
  QPSESt ,,  (3.71) 
     tt QFQPSFPP 1
* ,,)(   (3.72) 
     tt PGQPSGQQ 1
* ,,)(   (3.73) 
ここで， 11
** ,,,,,, GFGFQPE はそれぞれ以下のように記述される． 































































































































  (3.79) 













  (3.80) 




ここでは x 軸方向，y 軸方向の計算格子間隔をそれぞれ Δx，Δy，計算時間間隔を Δt とおき，
x=iΔx ，y=jΔy，t=nΔt として変数を離散化する．また，n+1 は未知の時間ステップ，n は現
在の時間ステップであり，n-1，n-2 は過去における既知の時間ステップである． 
 はじめに予測子(predictor step)では，Adams-Bashforth の 3 次スキームを適用する． 














SS  (3.81) 




















PP  (3.82) 


































jiji DPCPBPA ,,1,,1,,,    (3.84) 
ここに，  p















































































,,  (3.87) 







































































































































































式(3.84)，式(3.89)を前述の TDMA 法によって解くことで解を得る． 
次に修正子(corrector step)では，Adams-Moulton の 4 次スキームを適用する． 
















SS  (3.94) 












  　  (3.95) 





















jiP については以下の 3 重対角行列を TDMA 法で解くことによって求まる． 





































































































,,  (3.100) 
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,,  (3.105) 
 
 
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3.10 二次元の計算における空間差分 
 空間差分については，一次元のときと同様に中心差分を用い，1 次微分には 4 次精度の空
間差分，2 次及び 3 次の微分については 2 次精度の空間差分を行う．ただし，分散項に関し
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jiyy  (3.122) 














































































































































































































































































































































































































































,  (3.134) 
なお，波動方程式は計算領域の全てにおいて水面が底面と交差しないという前提条件を
持っており，この条件が満たされないと計算は破綻する．本研究では波の遡上を計算する
ため，陸地が D=0.05cm,P=0cm/s,Q=0cm/s の薄い水の層で覆われていると仮定し，TVD 法に
より適宜減衰を与えることで，全体を統一的に取り扱った． 
 
3.11 二次元の計算における TVD 法 















































































A SSS 　　  (3.136) 
ここで，一次元の TVD 法と同様に，式(3.135)を流束ヤコビアン ES，FSを用いて以下のよう
に表す． 
 0 ySSxSStS AFAEA  (3.136) 




































22 　　  (3.137) 
流束ヤコビアンを対角化することで特性速度を対角成分とする対角行列
FE  , を求め，流束
ヤコビアンの左固有行列
FE RR , および右固有行列
11,  FE RR を得る． FE  , および FE RR , ，






























































































































































ARRARRA  (3.141) 




ARRRRARRRRARR  (3.142) 
となるが，ここで 11,  FE RR が微小な時間･空間内では一定であるとし，局所線形化することで
式(3.142)を以下の式に書き換えることができる． 
 SFEyFFFxEEEt ARRWWRRWRRW
1111 ,0   　　  (3.143) 
これにより，式(3.136)は 3 つの独立したスカラー方程式に分離したことになる．式(3.143)
を 1 次精度風上差分によって差分すれば， 
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    21,21,,21,211   jijiFjijiEntnt HHGGWW   (3.144)  
     njin jiEnjin jiEji WWWWG ,,1,,1,21
2
1
   (3.145) 
     njinjiFnjinjiFji WWWWH ,1,,1,21,
2
1
   (3.146) 
となる．ここで，λE=Δt /Δx，λF=Δt /Δy である．さらに，左から
FE RR , を掛けることで W を
元の変数 ASに戻す．これにより，1 次精度風上差分における変数 ASに対応したセル間フラ
ックス BSi+1/2,j，CSi,j+1/2が求まる． 
  jijEijEijSijiSupSi RBBB ,21,2/1,2/1,,12/1 2
1







jSi RCCC   (3.148) 










 　   
(3.149)  
である．i+1/2，j+1/2 についての量は Roe(1981)の近似リーマン解法を用いて中間値を評価
する．さらに，式(3.143)を 2 次精度 Lax-Wendroff 法によって差分すると，セル間フラック
スは 
  jijEijEijSijSiLW jSi RBBB ,212 ,2/1,2/1,,1,2/1
2
1
    (3.150) 





jSi RCCC   (3.151) 
となる．式(3.147)，式(3.150)および式(3.148)，式(3.151)を以下に記述する流束制限関数 βに
よって使い分ける． 











  (3.152)  


















   (3.154) 
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  2/1,2 2/1,2/1,2/1,2/1,2/1,
2
1
  jijFiFjFijijFiji   (3.155) 


















 　　  (3.156) 


















 　　  (3.157) 
式(3.152)および式(3.153)は式(3.55)と同様に，右辺第 1 項はそれぞれ x 軸方向，y 軸方向への
中心差分を与え，第 2 項は減衰項となっている．従って，高次精度差分法で求めた解を njiV ,ˆ
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4．部分重複波の砕波解析 









波の砕波解析によって TVD 法の適用性を検討した． 
部分重複波の砕波指標については，以下に記述する岩田･清野(1983)の部分重複波に対す
る砕波限界波形勾配式を用いた． 
 )2tanh()076.0218.0( bbbb LhCLH 
＊  (4.1) 
これは，進行波の砕波限界波形勾配式(Miche,1944)と完全重複波の砕波限界波形勾配式
(Wiegel,1964)を波峰の無次元水平方向移動速度 C*で結んだものであり，C*=1 で Miche の式
と一致し，C*=0でWiegelの式と一致する．Micheの式とWiegelの式は以下のとおりである． 
進行波の砕波限界波形勾配式(Miche,1944) 
 )2tanh(142.0 bbbb LhLH   (4.2) 
完全重複波の砕波限界波形勾配式(Wiegel,1964) 
 )2tanh(218.0 bbbb LhLH   (4.3) 
岩田･清野は反射板を用いた部分重複波砕波の実験によりで式(4.1)の適用性を検討しており，
(Hb/Lb)/tanh(2πhb/Lb)と C*との間に図 4.1 に示す関連性があることを解明している． 
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地形を水平面とした．計算領域は図 4.2 に示す最大水深 60cm，段上水深 10cm の計算領域を
用い，領域の両側境界面から波を入射させることで重複波を発生させた． 
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中心から左右に 2 波ずつ，計 4 波の平均波高とすることで，データの散らばりを均した． 
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表 4.1 部分重複波の計算条件 
入・反射波周期 T 0.9s 1.2s 
入・反射波波長 L 125.7cm 212.1cm 









ないことがわかった．一例として，周期 T=1.2s，入射波高 Hi=8cm，反射波高 Hr=4.8cm の
重複波に対する計算結果を示す．まず入射波についてであるが，波高 8cm の波のみを入射
させた場合の波形を図 4.3 に示す． 
 
図 4.3 入射波の解析結果 
 
この図では左側の境界から波を入射している．入射波高が 8cm であるのに対し，浅水変形
の結果，波高は 10.0cm まで増加している． 
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次に反射波高 4.8cm の波のみを入射させた場合の波形は図 4.4 のとおりである． 

























図 4.7 重複による波峰の先鋭化 
 
これを受け，岩田･清野式に合致する θb を求めたが，岩田・清野式と合致するような θb は
得られなかった．ここで，計算結果の一例として，計算終了時における入射波周期 T=0.9s，
入射波高 7.5cm に対する θb =0.3 および θb =0.002 での計算結果と，入射波周期 T=1.2s，入
射波高 8cm に対する θb =0.3 および θb =0.002 での計算結果を波形図で示す．ただし，θb =0.3
での計算は反射波高を入射波高の 80%とした場合，計算が破綻したので，破綻直前の計算
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結果を示す． 
 
図 4.8 入射波周期 T=0.9s，入射波高 7.5cm，反射波高 1.5cm，θb =0.3 の解析結果 
 
図 4.9 入射波周期 T=0.9s，入射波高 7.5cm，反射波高 3.0cm，θb =0.3 の解析結果 
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図 4.10 入射波周期 T=0.9s，入射波高 7.5cm，反射波高 4.5cm，θb =0.3 の解析結果 
 
図 4.11 入射波周期 T=0.9s，入射波高 7.5cm，反射波高 6.0cm，θb =0.3 の解析結果 
 
図 4.12 入射波周期 T=0.9s，入射波高 7.5cm，反射波高 1.5cm，θb =0.02 の解析結果 
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図 4.13 入射波周期 T=0.9s，入射波高 7.5cm，反射波高 3.0cm，θb =0.02 の解析結果 
 
図 4.14 入射波周期 T=0.9s，入射波高 7.5cm，反射波高 4.5cm，θb =0.02 の解析結果 
 
図 4.15 入射波周期 T=0.9s，入射波高 7.5cm，反射波高 6.0cm，θb =0.02 の解析結果 
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図 4.16 入射波周期 T=1.2s，入射波高 8cm，反射波高 1.6cm，θb =0.3 の解析結果 
 
図 4.17 入射波周期 T=1.2s，入射波高 8cm，反射波高 3.2cm，θb =0.3 の解析結果 
 
図 4.18 入射波周期 T=1.2s，入射波高 8cm，反射波高 4.8cm，θb =0.3 の解析結果 
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図 4.19 入射波周期 T=1.2s，入射波高 8cm，反射波高 6.4cm，θb =0.3 の解析結果 
 
図 4.20 入射波周期 T=1.2s，入射波高 8cm，反射波高 1.6cm，θb =0.02 の解析結果 
 
図 4.21 入射波周期 T=1.2s，入射波高 8cm，反射波高 3.2cm，θb =0.02 の解析結果 
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図 4.22 入射波周期 T=1.2s，入射波高 8cm，反射波高 4.8cm，θb =0.02 の解析結果 
 
図 4.23 入射波周期 T=1.2s，入射波高 8cm，反射波高 6.4cm，θb =0.02 の解析結果 
 
 これらの図から，θb =0.3 での計算結果と比較して θb =0.02 での計算結果は波高が低く抑
えられていることがわかる．また，θb =0.3 の解析結果では段上において波谷が振動的な振
舞いを示すが，θb =0.02 の解析結果はその振動が減衰されていることがわかる． 
これは段上において重複波の波谷が底面に接近することで，非線形性が強まり，計算が
不安定になるためであると考えられる．この結果，波谷に数値振動が発生するが，この振
動に対して θb=0.3 のスキームでは減衰をほとんど与えていないが，θb=0.02 のスキームでは
振動的な振舞いと認識して減衰を与えるため，波谷が静水面に近くなることで，重複波高
が小さくなると考えられる．ここで，θb=0.02 のスキームで重複波高が減衰されるまでのプ





 - 57 - 
図 3.24 重複波高が減衰されるまでのプロセス 
この推察から，重複波の数値計算では波谷に数値振動が発生することと，重複波高の減
衰量はスイッチ関数の閾値 θbによって調節されることがわかる． 
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5．二次元波浪場への適用 
5.1 潜堤 
 平面二次元的な重合波浪場に対する TVD 法の適用性を検討するために，さまざまな波浪
変形を含んだ複雑な波浪場を計算する必要がある．そこで，本研究では潜堤周辺の波浪場
を解析することで TVD 法の適用性を検討した． 
潜堤は海面直下に設置した天端上で入射波を砕波させることで岸側の波高を減衰させ，
砂浜の侵食を防ぐ構造物である．特に天端幅を広く取った潜堤は人工リーフと称される．




図 5.1 海岸構造物（福井県砂防海岸課より抜粋） 
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図 5.3 計算場 
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 図 5.4 潜堤周辺 図 5.5 潜堤寸法 
 
ここで，G は開口部幅であり，L は潜堤幅である．潜堤は汀線から 84cm の位置に設置し，
天端幅 30cm，天端水深 1cm である．なお，天端とは潜堤堤頂の平面となっている部分であ
り，天端幅とは岸沖方向における天端の幅である．また，海岸線と水平な方向に対する天
端の長さは堤長である．実験に用いられた入射波は周期 1s，波高 3.2cm で潜堤に対し直角




表 5.1 実験条件 
 堤長 L(cm) 設置間隔 G(cm) G/L 
Case1 28 28 1.00 
Case2 56 28 0.50 
Case3 84 28 0.33 
Case4 112 28 0.25 
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Case6 168 28 0.17 
Case7 84 14 0.17 
Case8 84 42 0.50 








た．計算条件については計算格子径を dx=dy=2cm，計算時間間隔を dt=0.0002s とし，総計

























としているので，各タイムステップにおける水位 S の変動は常に 0cm である． 
 
5.3.3 左右境界面 
 左右の境界面は，岸沖方向と平行な流れの成分，つまり x 軸方向の流束 P に対しては slip
条件とし，岸沖方向と垂直な流れの成分，つまり y 軸方向の流束 Q については反射境界と
した． 
slip 条件とは，境界面上の水位，流束が隣接計算点と同じ値をとる条件である．ここで，
y=2 を境界面とし，y=3 以降を計算領域，y=0 および y=1 以下を予備領域とする計算場を例
に予備領域の操作について説明する．水位については図 5.6 に示すように，境界面を対称軸
に予備領域の値が計算領域の値と線対称になるように操作した．このとき，境界面上での
水位の勾配は 0 となるため，境界面水位 S2は両隣の計算点の水位と同じ値を取る．また，x
軸方向の流束 P に対しても水位と同様の操作を行う．図 5.7 に示すように，予備領域の値が












1 2 3 4
S
 
図 5.6 水位の境界条件 
 
y=1y=0 y=2 y=3 y=4




予備領域 境界面 計算領域  
図 5.7 流束の境界条件 
 
一方、反射境界とは境界面上の流束を 0 とする境界条件である．予備領域の操作は水位
については slip 条件と同様であるが，流束については図 5.8 に示すように，境界面を軸に計
算点での値と正負が逆転するように操作する．この操作により境界面上は完全に無流とな
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り，境界面に衝突した岸沖方向と垂直な流れの成分は壁にぶつかったように反射される． 
y=1y=0 y=2 y=3 y=4




予備領域 境界面 計算領域  
図 5.8 反射境界 
 
反射境界を適用する上で TDMA 法に操作を加える必要があるため，ここで一次元の TDMA































































































 (3.17)  
式(3.17)において計算点 i=2 および i=n-1 が境界面であるが，ここでは計算点 i=n-1 に反射境
























































































 (5.1)  
この書き換えにより，(3.17)は以下のようにまとめることができる． 
 12111 dxbxa   (5.2) 
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 )1,,3,2(11   nkdxcxbxa kkkkkkk 　　  (5.3) 
 02  nn xx  (5.4)  
なお，k=n-1 とすると， 
 　121111   nnnnnnn dxcxbxa  (5.5) 





















































































































 (5.7)  
式(5.7)を用いることで，TDMA 法を適用可能にしつつ，計算点 i=n-1 を反射境界とすること







計を挿入できないため，静水汀線から 10cm 沖側が Y=0cm としている．また，図 5.8 におい
て実線は平均水位上昇を考慮せずに砕波モデルを適用した計算結果，破線は平均水位上昇
を考慮した計算結果であり，シンボルは実験結果である． 
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応した TVD 法を開発する必要がある． 
 次に，図 5.11，図 5.12 に平均水位変化の結果を示す．図 5.11 は下園らによる実験および
再現計算の結果を平均水位変化で示したものであり，図 5.12 は本研究での計算結果である．
潜堤 
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ただし，波高分布と同様の理由から，静水汀線から 10cm 沖側が Y=0cm としている．また，
図 5.11 において実線が計算結果であり，シンボルが実験結果である． 
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5.5 開口部を有する潜堤周辺波浪場の計算結果 
開口部を有する潜堤に対する計算結果の例として Case1（G=28cm，L=28cm）の結果を示
す．図 5.13 は実測値，図 5.14 は計算結果である．ただし，実験では汀線付近の水深の小さ
い領域では波高計を挿入できないため，波高分布図，平均水位変化図は実測値，計算結果
























































































































図 5.13 実測値 
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10cm/s
 




































































































































































































































































図 5.18 計算結果（Case2） 









































































































































図 5.20 計算結果（Case3） 
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図 5.21 実測値（Case4） 
10cm/s
 
図 5.22 計算結果（Case4） 
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図 5.23 実測値（Case5） 
10cm/s
 
図 5.24 計算結果（Case5） 
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図 5.25 実測値(case6） 
10cm/s
 
図 5.26 計算結果（Case6） 
 






































































































































































































































TVD 法を適用し，重複波の波峰先鋭化を高精度に再現した上で TVD 法による減衰が与えら
れるかを確認する必要がある．また，弱非線形性の方程式で重複波砕波を解析するために
は，数値解析においても岩田・清野式における波峰の無次元水平方向移動速度 C*のように，










また，TVD 法は 2 次精度のスキームであるため，短周期波の解析にスイッチ関数を用い
る必要がある．これはスイッチ関数の閾値 θbの定義について恣意性を生むこととなるため，
スイッチ関数を用いない TVD 法を開発することで恣意性の排除することも重要である．こ
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